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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等の推移

については記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 当社は持分法適用の関係会社がないため、「持分法を適用した場合の投資利益」については記載しておりま

せん。 

４ 第59期第１四半期累計期間及び第60期第１四半期累計期間の「潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利

益金額」については、1株当たり四半期純損失であり、また潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。第59期の「潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額」については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

当第１四半期累計期間において、当社、国内非連結子会社（１社）及び海外非連結子会社（１社）が営

む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第59期

第１四半期累計 
期間

第60期
第１四半期累計 

期間
第59期

会計期間
自 平成23年４月１日
至 平成23年６月30日

自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日

自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日

売上高 (千円) 3,274,925 3,416,790 16,741,288 

経常損失（△）又は経常利益 (千円) △91,316 △48,113 866,252 

四半期純損失(△)又は当期純利益 (千円) △48,214 △27,280 393,069 

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － － －

資本金 (千円) 970,400 970,400 970,400 

発行済株式総数 (株) 6,278,400 6,278,400 6,278,400 

純資産額 (千円) 5,626,843 5,846,631 6,029,159 

総資産額 (千円) 8,832,945 8,590,630 8,582,962 

１株当たり四半期純損失金額（△）又
は１株当たり当期純利益金額 

(円) △7.99 △4.56 65.44 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期(当期)純利益金額 

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) － － 25.00 

自己資本比率 (％) 63.7 68.1 70.2 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第１四半期累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中における将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであり

ます。 

(1) 業績の状況 

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の復興関連需要などを背景として国内需

要が堅調に推移するもとで、緩やかに回復しつつあります。しかしながら、欧州政府債務危機を巡る不

確実性が依然として高い中で、世界景気に減速感が広がっており、金融資本市場を通じた影響も含め、

わが国経済を下押しするリスクが存在し、先行きについては不透明な状況が続いております。 

当社が所属する情報サービス産業におきましても、国内景気の先行きに対する不透明感により、企業

のＩＴ投資に対する慎重な姿勢は変わらず、情報サービス産業にとって厳しい経営環境が続いておりま

す。 

このような環境の中で、当社は、平成22年4月から平成25年3月における中期経営計画『For the NEXT 

STAGE』のもと、価値あるサービスを提供し、お客様の繁栄への寄与に努めております。また、お客様

のＩＴ投資動向に機敏に対応し、受注の確保・拡大、製造工程の価格競争力強化、新たな市場・事業の

獲得を重点施策として取組んでおります。 

当第１四半期累計期間の業績は、前年同期に比べ法人分野が増加し、また金融分野及び公共・公益分

野がともに堅調に推移したことにより、売上高は 3,416百万円（前年同期比 4.3%増）となりました。

利益面では、プロジェクトマネジメントの強化に努め不採算案件が減少したことから売上総利益率が改

善し、営業損失は 70百万円（前年同期は 102百万円の損失）、経常損失は 48百万円（前年同期は 91

百万円の損失）、四半期純損失は 27百万円（前年同期は 48百万円の損失）となりました。 

  

(2) 経営成績の分析  

① 売上高 

当第１四半期累計期間の売上高は前年同期に比べて 141百万円増加し、3,416百万円(前年同期比 

4.3％増)となりました。 

 売上高の業種分野別の内訳は次のとおりであります。 

金融分野は、大型システム開発案件の減少がありましたが、クレジット関連向けのシステム開発

案件が堅調に推移したことなどにより、前年同期比 1.7％減収の1,853百万円となりました。 

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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法人分野は、電気機器等の製造関連向けや通信関連向けのシステム開発案件が堅調に推移したこ

となどにより、前年同期比 15.1％増収の1,223百万円となりました。 

公共・公益分野は、官公庁・自治体関連向けのシステム開発案件が低調に推移しましたが、エネ

ルギー関連向けのシステム開発案件が堅調に推移したことなどにより、前年同期比 4.3％増収の 

340百万円となりました。 

(単位：百万円) 

 
  

② 売上原価及び販売費及び一般管理費 

売上原価は、前年同期と比べて43百万円増加し、2,955百万円（前年同期比1.5％増）となりまし

た。プロジェクト管理を徹底して生産性の向上に取組んだことにより不採算プロジェクトが減少

し、売上高に対する比率(売上原価率)が、86.5％と前年同期比2.4ポイント改善しました。 

販売費及び一般管理費は、前年同期と比べて65百万円増加し、530百万円（前年同期比14.0％

増）となりました。これは、受注の確保・拡大に向けた営業部門の強化や新社内情報基盤の構築の

ために販管部門の人員を増加したことなどによるものであります。 

③ 営業損失 

営業損失は、前年同期と比べて32百万円改善し、70百万円(前年同期は 102百万円の損失)となり

ました。これは、上記のとおり、売上高の増加、及び売上原価率の改善によるものであります。 

④ 営業外損益 

営業外損益は、前年同期と比べて10百万円増加し、21百万円の利益（前年同期比91.4％増）とな

りました。これは、当期において、雇用調整助成金による助成金収入を計上したことなどによるも

のであります。 

⑤ 経常損失、税引前四半期純損失 

上記の結果、経常損失及び税引前四半期純損失は、前年同期と比べて43百万円改善し、48百万円

(前年同期は 91百万円の損失)となりました。 

⑥ 法人税等 

税引前四半期純損失に対する法人税等の負担率は43.3％となりました。 

⑦ 四半期純損失 

上記の結果、四半期純損失は、前年同期と比べて20百万円改善し、27百万円(前年同期は 48百万

円の損失)となりました。また、１株当たり四半期純損失は、前年同期と比べて3.43円改善し、

4.56円となりました。 

業種分野／期 
前第１四半期累計期間 当第１四半期累計期間 前年同期比

増減率 金額 構成比 金額 構成比 

金 融 1,887 57.6％ 1,853 54.2％ △1.7％

法 人 1,061 32.4％ 1,223 35.8％ +15.1％

公共・公益 326 10.0％ 340 10.0％ +4.3％

合 計 3,274 100.0％ 3,416 100.0％ +4.3％
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(3) 財政状態の分析 

① 流動資産 

当第１四半期会計期間末の流動資産は7,119百万円となり、前事業年度末と比べて５百万円の増

加となりました。主な要因は次のとおりです。 

 
 ※１ 運転資金の調達などによるものであります。 

 ※２ 当第１四半期の売上高が前第４四半期の売上高に比べて減少したことによります。 

 ※３ たな卸資産のうち、仕掛品の期越え案件の増加によるものであります。 

② 固定資産 

当第１四半期会計期間末の固定資産は1,470百万円となり、前事業年度末と比べて２百万円の増

加となりました。主な要因は次のとおりです。 

 
 ※１ 社内システム構築にかかるソフトウェアの開発によるものであります。 

 ※２ 保有株式の時価下落によるものであります。 

③ 流動負債 

当第１四半期会計期間末の流動負債は2,689百万円となり、前事業年度末と比べて190百万円の増

加となりました。主な要因は次のとおりです。 

 
 ※１ 運転資金の調達によるものであります。 

 ※２ 賞与の支給等によるものであります。 

④ 純資産 

当第１四半期会計期間末の純資産は5,846百万円となり、前事業年度末と比べて182百万円の減少

となりました。主な要因は次のとおりです。 

 
 ※１ 配当金の支払い等によるものであります。 

 ※２ 保有株式の時価下落によるものであります。 

 前事業年度末
当第１四半期
会計期間末

増減 要因

現金及び預金 2,848百万円 3,452百万円 603百万円 ※１

売掛金 3,208百万円 2,060百万円 △ 1,147百万円 ※２

たな卸資産 502百万円 1,028百万円 525百万円 ※３

 前事業年度末
当第１四半期
会計期間末

増減 要因

無形固定資産 75百万円 87百万円 11百万円 ※１

投資有価証券 615百万円 606百万円 △８百万円 ※２

 前事業年度末
当第１四半期
会計期間末

増減 要因

短期借入金 424百万円 900百万円 476百万円 ※１

未払費用 1,119百万円 738百万円 △381百万円 ※２

 前事業年度末
当第１四半期
会計期間末

増減 要因

利益剰余金 4,490百万円 4,313百万円 △ 176百万円 ※１

その他有価証券評価差
額金

△15百万円 △ 21百万円 △ ５百万円 ※２
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(4) 生産、受注及び販売の実績 

当社は、開発から運用・管理までの一貫したシステム開発サービス及びシステム製品の販売等を一体

とするシステム開発事業を営んでおり、当社におけるセグメントは、「システム開発」のみの単一セグ

メントであります。 

なお、当社においては、開発システム等の納期が、得意先の期末（多くは３月）に集中する傾向が顕

著であります。このため、売上高等は第４四半期会計期間に偏重する傾向があります。 

① 生産実績 

当第１四半期累計期間における生産実績は、次のとおりであります。 

 
(注) １ 金額は、製造原価によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

② 受注実績 

当第１四半期累計期間における受注実績は、次のとおりであります。 

 
(注) １ 金額は、販売価格で記載しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

③ 販売実績 

当第１四半期累計期間における販売実績は、次のとおりであります。 

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 
２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(5) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。 

(6) 研究開発活動 

当第１四半期累計期間の研究開発費の総額は２百万円であります。 

なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動に重要な変更はありません。  

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

システム開発 2,955,892 +1.5 

合計 2,955,892 +1.5 

セグメントの名称 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

システム開発 2,782,193 △10.0 4,483,142 △16.1

合計 2,782,193 △10.0 4,483,142 △16.1

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

システム開発 3,416,790 +4.3 

合計 3,416,790 +4.3 

相手先

前第１四半期累計期間 当第１四半期累計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

㈱エヌ・ティ・ティ・データ 592,559 18.1 725,544 21.2 

富士通㈱ 261,593 8.0 341,885 10.0 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 25,000,000 

計 25,000,000 

種類
第１四半期累計期間 
末現在発行数(株) 
(平成24年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成24年８月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,278,400 6,278,400 
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株
であります。 

計 6,278,400 6,278,400 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成24年６月30日 ― 6,278,400 ― 970,400 ― 242,600 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成24年６月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が 400株含まれており、

当該株式に係る議決権 ４個を議決権の数から控除しております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式 49株が含まれております。  

  

② 【自己株式等】 

平成24年６月30日現在 

 
(注) 平成24年６月28日開催の定時株主総会において商号変更の承認を得ましたので、平成24年７月１日より当社商

号をＴＤＣソフトウェアエンジニアリング株式会社に変更しております。 

  

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式  295,800 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 5,953,200 59,528 ― 

単元未満株式 普通株式  29,400 ― 一単元（100株）未満株式

発行済株式総数 6,278,400 ― ―

総株主の議決権 ― 59,528 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
ティーディーシーソフト
ウェアエンジニアリング
株式会社 

東京都渋谷区千駄ヶ谷
5丁目33番６号 295,800 ― 295,800 4.7 

計 ― 295,800 ― 295,800 4.7 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第63号に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成24年４月１日か

ら平成24年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)に係る

四半期財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第５条第２

項により、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目か

らみて、当企業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げな

い程度に重要性が乏しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 

資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。なお、利益

基準は当第１四半期累計期間において一時的に大きくなったものであります。 

 ①資産基準       2.7％ 

 ②売上高基準      0.5％ 

 ③利益基準       12.5％ 

 ④利益剰余金基準    0.6％ 

※会社間項目の消去後の数値により算出しております。 

  

  

  

１．四半期財務諸表の作成方法について

２．監査証明について

３．四半期連結財務諸表について
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１【四半期財務諸表】 
(1)【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(平成24年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,848,621 3,452,108

売掛金 3,208,334 2,060,534

たな卸資産 502,909 1,028,125

繰延税金資産 423,168 423,168

その他 131,453 156,062

貸倒引当金 △122 △42

流動資産合計 7,114,365 7,119,958

固定資産   

有形固定資産 58,835 56,220

無形固定資産 75,796 87,683

投資その他の資産   

投資有価証券 615,287 606,821

関係会社株式 37,280 37,280

関係会社出資金 77,000 77,000

繰延税金資産 28,181 31,001

差入保証金 563,514 562,870

その他 12,843 11,837

貸倒引当金 △142 △42

投資その他の資産合計 1,333,964 1,326,768

固定資産合計 1,468,596 1,470,672

資産合計 8,582,962 8,590,630

負債の部   

流動負債   

買掛金 558,615 547,773

短期借入金 424,000 900,000

未払金 152,468 127,167

未払費用 1,119,203 738,041

未払法人税等 80,764 9,500

役員賞与引当金 32,200 13,750

受注損失引当金 － 8,678

その他 132,332 344,810

流動負債合計 2,499,584 2,689,720

固定負債   

長期未払金 30,100 30,100

資産除去債務 24,118 24,178

固定負債合計 54,218 54,278

負債合計 2,553,803 2,743,999
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(平成24年６月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 970,400 970,400

資本剰余金 831,738 831,738

利益剰余金 4,490,822 4,313,976

自己株式 △248,362 △248,397

株主資本合計 6,044,598 5,867,717

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △15,439 △21,086

評価・換算差額等合計 △15,439 △21,086

純資産合計 6,029,159 5,846,631

負債純資産合計 8,582,962 8,590,630

― 11 ―



(2)【四半期損益計算書】 
【第１四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

売上高 ※  3,274,925 ※  3,416,790

売上原価 2,912,113 2,955,892

売上総利益 362,812 460,897

販売費及び一般管理費 465,613 530,990

営業損失（△） △102,801 △70,093

営業外収益   

受取利息 808 299

受取配当金 10,888 9,316

助成金収入 － 13,588

その他 1,848 927

営業外収益合計 13,545 24,131

営業外費用   

支払利息 1,974 1,398

その他 84 753

営業外費用合計 2,059 2,152

経常損失（△） △91,316 △48,113

税引前四半期純損失（△） △91,316 △48,113

法人税等 △43,101 △20,833

四半期純損失（△） △48,214 △27,280
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【継続企業の前提に関する事項】 

該当事項はありません。 

【会計方針の変更等】 

 
  

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

 
  

【注記事項】 

(四半期損益計算書関係) 

 ※ 売上高の季節的変動 

前第１四半期累計期間(自 平成23年４月１日  至 平成23年６月30日)及び当第１四半期累計期間

(自 平成24年４月１日  至 平成24年６月30日) 

当社は、官公庁や企業のシステム開発を主たる業務としており、得意先の期末（多くは３月）に納

期が集中する傾向が顕著であります。このため、売上高は第４四半期会計期間に偏重する傾向があり

ます。 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１

四半期累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。 

当第１四半期累計期間
(自 平成24年４月１日  至 平成24年６月30日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

当社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産

については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

これにより、従来の方法に比べて、当第１四半期累計期間の損益に与える影響は軽微であります。 

当第１四半期累計期間
(自 平成24年４月１日  至 平成24年６月30日)

（税金費用の計算） 

税金費用については、当第１四半期会計期間を含む当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しておりま

す。ただし、当該見積実効税率を用いて法人税等を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実

効税率を使用する方法によっております。 

 (自  平成23年４月１日 
至  平成23年６月30日) 

前第１四半期累計期間
(自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日) 

当第１四半期累計期間

減価償却費 5,042千円 5,923千円
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(株主資本等関係) 

 前第１四半期累計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日) 

  
 １ 配当金支払額 

 
  

 ２ 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日

が当四半期会計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

３ 株主資本の著しい変動に関する事項 

株主資本の金額は、前事業年度末と比較して著しい変動がありません。 

 当第１四半期累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日) 

  
 １ 配当金支払額 

 
  

２ 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日

が当四半期会計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

３ 株主資本の著しい変動に関する事項 

株主資本の金額は、前事業年度末と比較して著しい変動がありません。 

(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

前第１四半期累計期間(自 平成23年４月１日  至 平成23年６月30日)及び当第１四半期累計期間

(自 平成24年４月１日  至 平成24年６月30日) 

当社は、「システム開発」のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 150,943 25 平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 149,565 25 平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎 

  

 
(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

  
(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

項目 (自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日) 

前第１四半期累計期間 当第１四半期累計期間
(自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額 ７円99銭 ４円56銭

（算定上の基礎）  

四半期純損失(千円) 48,214 27,280 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失(千円) 48,214 27,280 

普通株式の期中平均株式数(株) 6,037,705 5,982,561 
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該当事項はありません。 

  

  

２ 【その他】

― 16 ―



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

― 17 ―



 

  
平成24年８月６日

ＴＤＣソフトウェアエンジニアリング株式会社 

取締役会  御中 

 
  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＴ

ＤＣソフトウェアエンジニアリング株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第60期事業年

度の第１四半期会計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成24年

４月１日から平成24年６月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計

算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  
四半期財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半

期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半

期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。 

  
監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表

に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ＴＤＣソフトウェアエンジニアリング株式会社の平

成24年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

 

有限責任監査法人 トーマツ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    安 藤   武     印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    中 島  達 弥   印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成24年８月８日 

【会社名】 ＴＤＣソフトウェアエンジニアリング株式会社 

【英訳名】 TDC SOFTWARE ENGINEERING Inc. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 谷 上 俊 二 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役管理本部長 岩 田  伸 

【本店の所在の場所】 東京都渋谷区千駄ヶ谷五丁目33番６号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 



当社代表取締役社長谷上俊二及び取締役管理本部長岩田伸は、当社の第60期第１四半期(自 平成24年

４月１日 至 平成24年６月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載さ

れていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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